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追っている。第 2 章「日本の開国と米国長老教会宣教師の来日 J では、米国長老教会の日本伝道の開始
からインブリーの来日までを辿る。第 3 章「インブリーの来日と米国長老教会在日ミッションの再構築」
では、来日したインブリーがその行政的手腕から在日各派宣教師の代表的な立場になっていく過程を明
らかにしている。第 4 章「ノルマントン号事件とインブリー」では、インブリーが日本人の立場を理解
し、早期の条約改正に動いていたことを明らかにした。第 5 章「一八九O(明治二三)年インブリ一事
件」は、第一高等中学校と明治学院の野球の試合中にインブリーが受けた暴行事件を国家主義思想、の広
まりの中に位置づけ、早期収束の意義を検討している。第 6 章「日清戦争前後とインブリー」は、イン
ブリーが帰米したときに社会問題となった「日本の花嫁事件」との関係を取り上げている。
第 7 章「明治三二年文部省訓令第一二号と外国ミッションの対応」は、条約改正実施に伴う政府のキ
リスト教抑制策として宗教教育禁止をうたった訓令第12号に対して、インブリーらが外交圧力を背景
に、政府高官との政治交渉を通じて、キリスト教側の要望を実現する過程を明らかにした。第 8 章「改
正条約実施と外国ミッションの対応」と第 9 章「改正条約実施と外国ミッションの財産移転問題」は、
条約改正後の在日ミッションの社団法人化および本国教会所有財産の移転登記手続きについてミインブ
リーらと内務省、司法省の幹部との交渉過程を解明した。第10章「日露戦争時の宗教問題と宣教師」で
は、在日英米人宣教師が日本における「信教の自由J を主張してロシアが唱える宗教戦争を否定したこ
と、特にインブリーは桂太郎首相と面談し、帰米して日本の立場を説いてまわるなど、積極的な戦争協
力を行ったことを明らかにした。終章では、本論文の成果をまとめている。
これまで宣教師に関する研究は、伝道や教育文化の分野に集中していたが、これに対して本論文では、
近代天皇制国家のもとでキリスト教を公認・発展させるために、日本政府に対して、キリスト教教育禁
止問題などでは外交的圧力を行使して譲歩を引き出す一方で、条約改正や日露戦争では積極的に協力す
るなど、宣教師の政治外交面での多様な活動を、外交史料や海外の教会史料等を駆使して、新たに描き
出している。その成果は日本近現代史研究の発展に寄与するところ大であるといえる。よって本論文提
出者は、博士(文学)の学位を授与されるに十分な資格を有するものと認められる。
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